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第１節　問題提起

　　1.租税原則論とは

　　2.租税原則定立の規定諸要因

　　3.租税原則論の二大潮流

第２節　租税原則論の成立

　　1.重商主義的・官房学的租税原則論

　　2.「大きな政府」観的租税原則論の成立：ユスティの課税の六原則，1766

　　　年

　　3.「小さな政府」観的・古典（派）的租税原則論の生誕：スミスの課税

　　　の四原則，1776年

　　4.スミス租税原則論の支配とその背景

　　5.租税原則論の成立とその出発

第３節　租税原則論の生成

　　1.租税原則論の支配的潮流交替の気運:J. S.ミルの租税原則論

　　2.「大きな政府」観的租税原則論の支配の復活：ワーグナーの課税の四

　　　系列九原則，1890年

　　3.ワーグナーと同時代の主要租税原則学説：シュタイン，シェフレ，ヘ

　　　ルト

　　4.ワーグナー租税原則論の支配とその背景

第４節「大きな政府」観的租税原則論の20世紀　　　（以下　本号）

　　1.20世紀における租税原則論の支配的潮流とその代表者たち：シャン

　　　ツ，ゲルロフ

　　2.20世紀における「大きな政府」観的租税原則論の代表：ノイマルク

　　　の課税の四系列十四原則，1977年

　　3.「大きな政府」観的租税原則論の現状

第５節「小さな政府」観的租税原則論の20世紀

　　1.19世紀後半の「小さな政府」観的租税原則論：ローべルト・マイヤー。
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　　　　ヴィクセル

　　　　2.20世紀後半の「小さな政府」観的租税原則論の代表（1）:マスグレ

　　　　　イヅの租税原則体系

　　　　3.20世紀後半の「小さな政府」観的租税原則論の代表（2）:アメリカ

　　　　　財務省タックス・リポート，1984年の租税原則論

　　第４節「大きな政府」観的租税原則論の20世紀

　1.20世紀における租税原則論の支配的潮流とその代表者たち：シャ

　　　ンツ，ゲルロフ

　19世紀後半にその支配が確立された，ワーグナー流の「大きな政府」

観的租税原則論の潮流は，そのまま20世紀へとなだれこんでいった。

　しかも，20世紀前半の第１次・第２次世界大戦を経て，また，世界恐

慌やケインズ経済学と総需要管理政策的フィスカル・ポリシー論の洗礼を

受けて，この潮流のものは，一層徹底化された形のものとなっていったの

である。すなわち，この潮流のものの国家観は，いわば国民連帯的・福祉

国家論的・社会政策論的「大きな政府」観を土台とするものから，国民連

帯的・福祉国家論的・（国民経済の）管理者国家経済論的(F. K.マンのいう

KontroUsystem論的）「大きな政府」観を基礎とするものに到達させた。こ

こでは国民経済の全構造，全過程の制禦のためには，国家経済は時と場合

によっては，財政不均衡の積極的推進の側面をさえ，うかがわせるほどの

ものになったのである。

　この支配的租税原則論の潮流の，ワーグナー学説の支配以降の，いわば

第４段階における業績には，まことに数多くのものが見られた。その内，

ケインズ経済学台頭以前の1930年代前半頃までのものについては，井藤

半彌『租税原則学説の構造と生成一租税政策原逐一』巌松堂，昭和10

年（新版，千倉書房，昭和44年）が，その多くのものを取りあげている。そ

しておおむね，精確な紹介と適正な批判とが，それらにたいしてなされて
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いる1)。

　かかる当時の支配的潮流の租税原則体系論は，きわめて自然のことなが

ら，主としてドイツの財政学者たちを中心に展開されたものであった。そ

してここでは，一応外面的にはかなり多くの財政学者が，その財政学概論

書などで，さまざまな形で租税原則を樹立し，公表してはいる。では，さ

らにその後の20世紀後半までを含め，いわば現代におけるこの潮流の租

税原則論の代表を，これらの内の誰の学説に求めるべきであろうか。この

代表を一つに絞ることは，それほど容易なことではないのかも知れない。

　ただし，主流派的租税原則体系論の発展という視点からすると，少なく

とも20世紀半ば頃までは，既述のように，顧みるべき業績の数も，そう

多くはなかったようにも思われる。そこでわれわれは，本橋ではその財政

学説，租税学説のもつ影響力のつよさの点に着目して，まず，20世紀前

半における二人の代表的ドイツ財政学者の租税原則論を，取りあげてみた

いと思う。
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　ワーグナー以降の20世紀前半において，真に｢ドイツ財政学の大御所

Altmeister｣の名に名実ともに値したのは，ゲオルク・シャンツGeorg

von Schanz, 1853-1931やヴィルヘルム・ゲルロフWilhelm Gerloff,

1880-1954くらいのものであった，と考えてよかろう1)。

　当初の研究関心が社会的，経済的領域での，さまざまな事柄に亘ってい

たシャンツも，1880年代頃から漸次その研究対象を財政，特に租税の領

域に収斂させていった。そしてこの領域で，彼はいくつかの重要な業績を

残すことになったのだ。有名なシャンツの所得の概念規定の確立は，その

一例である2)。しかし彼は，ここで問題とすべき租税原則ないし租税原則

体系については，これを正面から取りあげた業績は，特には残さなかった

ようである3)。

　シャンツの世代の次の世代の財政学の大御所ゲルロフの，租税原則につ

いての論述をすぐに思いださせる業績は，彼の晩年の大著『公共財政』第１

巻，第２版，1948年Die offentlicheFinanzwirtschaft,Band ｌ,AUgemeiner

Teil,2. Aufl.,Frankfurt am Main 1948. であろう。この著作の第３章，第

７節　課税の諸原則　およびそれ以下の諸節から，ゲルロフの租税原則体

系論の最終的姿を，一応うかがい知ることができるであろう4)。
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　ゲルロフは，公的一経済的現象としての租税の本質からする，すなわち，

租税の目的および機能からする，純粋に財政経済的finanzwirtschaftlich

な課税の諸原則，これを彼自身の真の財政学的課税の原則と考えた。公正

といった倫理的基準の，社会科学からの排除を狙った，20世紀初頭のド

イツ歴史派経済学における，いわゆる価値判断論争の結末を意識してのこ

とでもあろうか。

　そしてかかる租税原則体系を，ゲルロフは以下のような形で展開するこ

とになった。

　ゲルロフはその租税原則論において，租税能力Steuerfahigkeitといっ

た，いわばシェフレの租税力Steuerkraftを想起させるような概念を基礎

においた。そして，一方では個々人の財産や所得および支出や貯蓄の額に

（客観的条件），他方では個々人の入用，財への主観的価値評価に（主観的条

件）よって，租税能力は左右されると考えた。そこで彼は，納税者に最少

犠牲をもたらすべきことを，課税にたいし要請することになったのである
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（ゲルロフ，前掲書，第３章，第11節）。

　このような基礎の上に，ゲルロフは次の二つの，互いに関連し合う課税

の最高原則を定立することになった。

　1.　租税制限原則das Prinzipder Steuerbeschrankung

　2.　最少効用損失原則（最高効用原則das Hochstnutzprinzip)

　前者は主として租税の財政的原則であり，後者は租税の経済的・社会的

原則ともいえよう。そして，この両最高原則からそれぞれ，いくつかの課

税の諸原則が派生する，とゲルロフは考える。

　たとえば，前者の課税の最高原則からは，

　租税の限界効用確保の原則

　租税能力に応じた課税の原則

　正しい税源への適切な課税の原則

等々が（ゲルロフ，前掲書，第３章，第９節），また後者の課税の最高原則か

らは，

　租税の一般的経済性原則

　租税の社会的合目的性原則

が（ゲルロフ，前掲書，第３章，第10節）派生するのである1）。

　ゲルロフは，『公共財政』1948年の時代にいたると，管理者国家経済諸

的「大きな政府」観の時代の到来をふまえてか，租税をFinanzsteuer財

政的租税とOrdnungssteuer政策的租税に分類するようになった。これに
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よって，元来単純明快なものであったはずの，彼みずからの租税原則体系

論は，やや明快さと迫力を欠くもの，となってしまったようである。

　かくして，20世紀前半のドイツ財政学の大御所であるシャンツやゲル

ロフにも，特に注目に値するほどの租税原則体系論の展開は見られなかっ

た，と考えてもよいのではなかろうか。

　そこで筆者は，敢えてノイマルクの租税原則体系論をもって，20世紀

における「大きな政府」観的租税原則論の代表に推したいと思う。その根

拠として筆者は，次のようなことを思いうかべている。すなわち，

　一つには，彼が20世紀後半の最高のドイツ系財政学者の一人であった

こと。換言すれば，ノイマルクはワーグナー，シャンツ，ゲルロフと続い

た「ドイツ財政学のAltmeister」の，20世紀後半を代表する最高最大の

人物であったのだ。

　しかも，そのノイマルクが，租税原則体系について詳細に論じた大著

『公正かつ経済的に合理的な租税政策の諸原則』1970年，本文428ページ

Fritz Neumark, 1900-1991， Grundsatze gerechter und okonomisch ratio-

naler Steuerpolitik,Tubingen 1970, XX＋428 S.を公刊していること。ノ

イマルクの租税原則体系が，アードルフ・ワーグナーのそれを意識しつつ

構成されたものである，と想定されること。

　また，たとえば，シュトゥットガルトのフランケ教授の次の著作

Siegfried Franz Franke, 1942- ，Steuerpolitikin der Demokratie, Berlin

1993, S. 62-83.からもうかがえるように，ノイマルクの租税原則体系の

シェーマが，よかれあしかれ，その後の租税原則論議の，いわば共通の出

発点をなしていること。

　これらがその主たる根拠である1）。
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　そこでわれわれは，ノイマルクの租税原則体系論をもって，一応「大き

な政府」観的租税原則論の，20世紀における唯一の代表に推すことにし

よう。そして，これについては「見出し」を新たにして，紹介することに

したい。

　2.　20世紀における「大きな政府」観的租税原則論の代表：ノイマル

　　　クの課税の四系列十四原則，1977年

　ノイマルクの租税原則体系論の紹介および検討にあたっては，彼の前掲

大著，1970年によってこれをなすのが，当然の本筋であろう。このこと

は筆者も充分わきまえているつもりである。しかし，これに関してはわが

国でも，すでに若干の貴重な業績が存在している1）。そのこともあって，

本橋ではノイマルクの租税原則体系については，敢えて主として彼のヨリ

新しい，非常に概観的な論述であるF. Neumark, Art., Steuem ｌ: Grund-

lagen, in : Handworterbuch der Wirtschaftswissenschaft （ＨｄＷＷ.）,Ｂａｎｄ７，

Stuttgart und New York, Tubingen, Gottingen und Zurich 1977バこよるこ

とにしたい。そして傍ら，前掲，1970年の著作をも参照させていただく

ことにしよう2）。

－８－



　前々稿に掲げた「表　租税原則論の諸潮流」（成城大学「経済研究」第145

号，所収）を一見して明らかのように，ノイマルクの租税原則体系論は，

ワーグナーのそれのシェーマにならって，それと類似の内容の四系列に亘

る形で展開されたものである。だがノイマルクのそれは，国家は単に社会

政策的任務のみならず，少なくとも一国の総需要管理政策的な意味で，資

本主義的経済体制の全構造，全過程の安定と成長に，不断に責任をもっべ

きだとする，ケインズ経済学的フィスカル・ポリシー論の理論的・現実的

洗礼を受けたものでもある。それゆえこれは，20世紀後半獣のワーグナ

ー流租税原則体系論である，ということもできるであろう。

　国民連帯的・福祉国家論的，さらにはF. K.マンのいう国民経済の管理

者国家経済論的「大きな政府」観にもとづく，ノイマルクの租税原則体系

論。これはワーグナーの場合と同様の意味をもつ，四系列に亘るものでは

ありなかがらも，租税ないし租税政策のもつ今日的任務の重要化，多面化

を反映して，十四原則という，きわめて大規模なもの，たらざるをえなく

なっていったのである。

　そこでわれわれは，ワーグナーの課税の四系列九原則の体系と対比させ

ることをとおして，ノイマルクの租税原則体系論の内容の概略と，その特

徴を見てゆくことにしたい。

　1.まず，ノイマルクの第１の国庫的一予算的系列の課税の諸原則，

第２の倫理的一社会政策的系列の課税の諸原則，および第４の税法的一徴

税技術的系列の課税の諸原則。これらは，それぞれワーグナーの第１の財

政政策的系列の課税の諸原則，第３の公正ないし正しい租税分配系列の課

税の諸原則，および第４の税務行政的系列の課税の諸原則と，形式的に対

応している。しかも内容的にも両者は，互いに比較的類似の性格のもので

ある，ということができるであろう。

　ノイマルクの第１の国庫的一予算的系列の課税の諸原則は，課税権者と

　　もとづいて，ノィマルクの租税原則体系を論述している。
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しての国家の立場からのものであり，次の二つのものからなる。

　①　税収Steuerertrageの充分性Ausreichendheitの原則

　②　税収Steueraufkommenの増大能力Steigerungsfahigkeitの原則

　第１のものは中・長期的視野からのもの，第２のものは，一時的ないし

短期的視野からのもの，ではある。しかしこれら両原則は，まさにワーグ

ナーの第１の財政政策的系列の，課税の充分性の原則と課税の可動性の原

則との，現代のいわゆる干渉国家Interventionsstaat版の原則といえるで

あろう。しかもノイマルクもまた，ワーグナーと同じく，この系列の原則

は「租税の基本的要請」と見られるゆえをもって，「他のすべての諸原則

●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●よりも上位におかるべきもの」（ノイマルク，前掲書，1970年，24ページ），

としたのである。

　ノイマルクの第２の倫理的一社会政策的系列の課税の諸原則は，ワーグ

ナーの「公正ないし正しい租税分配の諸原則」（第３系列）に対応するもの

である。しかし，ワーグナーの構想とは若干異なって，公正の諸原則の内

に，公正の考慮とは別に基礎づけられうる，社会政策的要請を含めない方

が，ヨリ合目的的であるとノイマルクは考えた。それゆえノイマルクは，

この第２系列をさらに，公正の諸原則と再分配原則との，二つの下位系列

のものに分けることにしたのである。

　かくして，下位系列としての公正の諸原則は，

　③　課税の普遍性AUgemeinheitの原則

　④　課税の平等性GleichmaBigkeitの原則

　⑤　課税の相当性VerhaltnismaBigkeit (給付能力に応じたバランスのとれ

　　　た課税）の原則

　⑥　インフレ起因の意図せざる超過負担Mehrbelastungと負担割合の

　　　ゆがみ回避の原則（累進人的租税における，インフレによる課税所得の

　　　ブラケット・クリープの，インデクセーションによる是正の原則）

の四原則となる（ただし，1970年の前掲著作では，⑥を除いた三原則のみがあ
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げられている）。

　それに，給付能力に応じたもの以上の，いわば所得と財産の元来の不平

等な分配の，課税による平等化（是正）という，下位系列の再分配原則，

　⑦　課税の所得と財産の再分配の原則

が加わるのである。

　　この場合，ノイマルクは主として「既存の財産自体」の課税による再

分配を求めているのではない。「財産の増加分」のみの課税による再分配

が，有意義に努めうるもの，としているのだ（ノイマルク，前掲書，1970年，

198ページ）。

　ノイマルクの第２系列の諸原則もまた，ワーグナーの第３の社会時代的

公正系列の課税の諸原則を，ヨリ包括的，ヨリ論理的なものとすべく再構

成したものである。しかも，その上で今日の現実にも適合的なものにした

もの，と一応考えてもよいのではなかろうか。

　ノイマルクの第４の税法的一徴税技術的系列の諸原則について，彼は今

日でもこれらは決して低評価さるべきではない，と考える。しかしながら，

ノイマルクによると，これは他の三系列のものとくらべると，控え目な役

割のものでもあるのだ（ノイマルク，前掲書，1970年, 334ページ）。

　この系列の課税の諸原則は次の四原則で構成されている。

　⑪　課税の整合性Widerspmchslosigkeitの原則

　⑫　租税透明性Steuertransparenzの原則

　⑩　租税措置の実施可能性の原則

　⑭　税法の持続性Stetigkeitの原則

　　（ただし，1970年の前掲著作では，さらに，課税の廉価性Wohlfeilheitの原則

　と課税の便宜性の原則との，二原則が追加されている）

　原則⑪は，課税の体系性Systemhaftigkeitの要請を含むものであり，

個々の租税措置間に矛盾の生じないことが要請される。したがって個別的

にも，全体的にもバランスのよい租税体系の構築が，求められているので
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ある。

　原則⑫は，租税の査定と徴税に恣意性の入り込む余地のないよう，租税

諸法が法的にも，技術的にもきわめて平易で，かつ明確な形で整備されて

いることを要請する。

　そして原則⑬は，いわば簡素原則Einfachheitsprinzipとかなりの程度

重なり合うものである。すなわち，納税者側，徴税者側の双方から見ての，

租税措置の効率的実施可能性を要求するものである。

　原則⑭については，特に注釈を加えないでよいであろう。

　以上の紹介からも容易に想像されるように，ノイマルクの第４系列の課

税の諸原則は，ワーグナーの第４系列の税務行政的課税の三原則を参考に

したものであろう。その上でノイマルクは，この系列の課税の諸原則を一

層包括的，体系的なものとすべく，また今日の状況に適合的なものとすべ

く，ワーグナーのものを修正した上で，これに若干の原則を追加的に配す

ることにしたのであろう，と思われる。

　2.ノイマルクとワーグナー両者の課税の原則体系論における，最重要

な内容的相違点は，前者の第３系列の経済政策的諸原則と，後者の第２系

列の国民経済的諸原則との，対応関係の内に存すると思われる。

　彼が議論の余地なきものとした原則のみをあげるならば，ノイマルクの

第３系列の課税の諸原則は，次の三原則から構成されている。すなわち，

　⑧　積極的租税フレキシビリティの原則

　⑨　消極的課税フレキシビリティの原則

　⑩　課税の成長政策的方向づけAusrichtungの原則

　これらの原則の内，⑧は自由裁量的な反景気循環的・安定化的租税政策

に応ずべし，とする課税の原則である。

　これに反し原則⑨は，長期的には経済成長を損なわずに，短期的経済変

動を緩和さすべく，税税制度へのいわゆるビルトイン・フレキシビリティ

（構造的伸縮性）ないし，景気の自動安定化装置的要請をもつ課税の原則で
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ある。

　第⑩原則は，租税体系が成長阻害的諸規定を廃止するだけではなく，時

としては積極的に，成長促進的措置を講ずべきことをも要請することを含

むものである。ただしノイマルクは，支出政策や信用政策とくらべると，

租税政策は成長政策の用具としては，一応副次的役割しかもたないとして

いることも，ここで指摘しておくべきであろう（ノィマルク，前掲書，1970

年,312ページ以下）。

　これら三原則は，いずれも主としてケインズ経済学的フィスカル・ポリ

シー論ないし経済の安定成長理論にもとづくものである。そしてこれらは，

租税に国民経済の総過程の，主として短期的（⑧，⑨）ないし中・長期的

　（⑩）誘導の役割をももたすべき，課税の諸原則であるということもでき

るであろう1）。

　ノイマルクの第３系列の経済政策的諸原則は，ケインズの『一般理論』

1936年にもとづく，総需要管理政策的フィスカル・ポリシーが，理論的

にもまた現実政策的にも，重要性をもってきた時代のものであった。これ

に関連して，これは国民経済の管理者にまで登りつめた国家経済（財政）

にたいし，経済政策的意味では，国民経済の全構造，全過程に介入すべく，
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きわめて積極的に定立された課税の諸原則であった。これに反し，ワーグ

ナーの第２系列の国民経済的二原則は，課税がその基礎としている資本主

義的社会・経済体制の基本構造を破壊すべきではない，という原則である。

したがってこれは，課税にたいし現資本主義体制の基本構造および私的資

本の保護といった，経済政策的には消極的な，場合によっては，経済的に

中立的な役割のみを担わせた，課税の諸原則であったのだ。

　社会・政治・経済・財政思想史的には，ともに同じ「大きな政府」観的

大潮流の，それぞれの時代の中心に座した，ノイマルクとワーグナーの租

税原則論。この両者の租税原則体系の最も重要かつ明瞭なる相違点は，実

にここに存した，と考えてよいであろう。

　3.「大きな政府」観的租税原則論の現状

　今日における租税のもつ意味や機能の，重要性と多面性とに応じて，ノ

イマルクの租税原則体系は，非常に広範囲かつ多面的で，複雑きわまるも

のとなってしまっている。しかし，これとても「今日干渉主義的経済組織

をもつ，民主主義的公共団体を顧慮して定立さるべき，最重要な諸原則に

限定されたものである」1），とまでノイマルクにいわしめたものなのだ。
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しかも一応，これら諸原則それぞれが狙う目標間の，衝突可能性をも無視

した形での原則定立でもあった。

　言葉をかえよう。ノイマルクの定立した租税原則の体系は，それ自体無

矛盾的で，かつそれぞれの相対的重要度に応じた優先序列での，諸原則の

配列となっている，というほどの統一的，体系的なものではない。課税の

原則にまで定式化さすべき諸要因が，全体としての租税体系自体の内に，

ないしはこれを構成している個別的諸租税のあり方の内にも，また，それ

らをとりまく社会や経済の側にも，あまりにも複雑多岐に亘って存在して

いるからでもあろう。しかも，これらのものの多くは，時とともに要請す

べき具体的内容が変化せざるをえない，きわめて相対性のつよいものでも

ある。こうなると，ますますその時々の「租税政策が同時にすべての要請

を，十二分に考慮することを，期待すべきではない」（ノイマルク，前掲

ＨｄＷＷ。7,1977,306ページ），ということになるのだ。

　現代においては，国民連帯的・福祉国家諭的・管理者国家経済諭的「大

きな政府」観にもとづく，課税の諸原則の申し分なき体系的展開は，あま

りにも複雑にすぎる。それゆえに，一定時点でいかなる系列の原則がヨリ

重要なのか，ないしは当該系列の内で何かヨリ重要な原則なのか，の序列

づけの明確な決定も，かなり困難なものとなるであろう。しかも諸原則間

での，あちら立てればこちら立たず，といったコンフリクトの可能性も多

い。それゆえこれは，それ自体いつまで待っても完結することなきこころ

み，というべきものになりおおせてしまっているかの観がある。そして，

このような感慨は，そもそも租税原則体系諭のもっべき租税理論的意味，

およびそれの現実の租税政策にたいする意義について，あらためて根本的

に考えなおさせるべき何ものかが，あるのではなかろうか。今日，いわば

租税原則論そのものの鼎の軽重が問われているのだ。

　けだし，課税の諸原則も，それが原則である以上，何らかの意味で抽象

的，包括的な基準であるはずである。そしてそれら諸原則には，全体とし
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ても，個別的にも，ある程度実現性をもちうるほどの単純さと明快さが，

つねに要求されておるべきものに思えるからである。さもないと，課税の

諸原則の定立と体系化とは，かかる学問的基準をもって税制の現実を見る

ことの意義を，比較的軽いものとしてしまうであろう。たとえば，西欧諸

国における租税体系の中心核としての，所得課税と付加価値税との併存状

況にたいし，これを肯定的にあとづけるにしても(ノイマルクのケース。前

掲書，1970年,393ページ)，ないしは現状批判的に考えるにしても。租税

原則体系論にもとづいて，これらのことを論ずることは，結局は，それが

単なる論理学的遊戯に堕してしまうおそれが，つねに多分に存在するので

ある1)。
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　　第５節　「小さな政府」観的租税原則論の20世紀

　1.19世紀後半の「小さな政府」観的租税原則論：ローべルト・マイ

　　　ヤー，ヴィクセル

　さて，19世紀後半，ワーグナー流の租税原則論の支配下にもかかわら

ず，主観価値論的・限界効用理論的経済学にもとづく，ヨリ徹底して個人

主義的・自由主義的・法治国宗論的・経済効率的「小さな政府」観に立つ，

租税原則論がすでに存在していた。これは，ワーグナー流の「大きな政

府」観的租税原則論（第３段階）批判の形で，アダム・スミス流ないし古

典派経済学流の「小さな政府」観的租税原則論（第２段階）を理論的に修

正した上で，これを受けついだともいえるものであった。しかし，この傾

向の租税原則論は，当時におけるワーグナー流租税原則論の支配のもとで

は，あまり脚光を浴びることはなかったのである。だが，ともかくも，こ

の傾向の租税原則論は，以降今日まで，存続ないし発展してきている。

　かれらはまず，あらゆる社会的・経済的事物への関心ないし観点の中心

に個人を据える。そして，個人の可処分封の増加にともなう主観的な限界

効用の逓減傾向と，個々人間の限界効用の均等という考え方を原理に，ま

ず一般国民経済（民間経済ないし私的市場経済）を統一的，体系的に理解し

ようとする。次いで，やがてこの民間私的経済の体系的理解に適用された

ものと同じ原理と方法とを，公共経済部門である国家経済ないし財政の領

域の理解にまで，その適用範囲の拡大をこころみる。もって同一の原理的

基盤から一国の経済世界全体，すなわち，民間経済と国家経済ないし財政

をも含めて，これらを理論的に統一的に把握しようとしたのである。これ

は財政論としては，きわめて経済理論的な学説でもあった。いわゆる主観

価値論的経済学をバックにした，古典派経済学以上に徹底した個人主義

的・自由主義的・法治国家論的・経済効率的「小さな政府」観にもとづく

財政論であったのだ。
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　かかる主観価値論的・限界効用理論的経済理論適用の，財政領域への拡

大のための努力は，1870年代はじめの経済学における，いわゆる限界革

命の成立以来,現実的には特にカール・メンガーCarlMenger, 1840-1921

を中心的指導者とするオーストリア学派の，いわゆる第２世代の業績によ

って，1880年代頃から徐々にひろがりを見せてきた。しかもこれらの内

には，すでに租税原則論に詳細に論及しているものさえあったのだ。

　オーストリア学派の，いわゆる第２世代に属する経済学者の一人である

ローべルト・マイヤーは，はやくも1884年に，課税原則というテーマを

正面に据えた著作，『最近の財政学における公正課税の諸原則』を公刊し

た。これは本文のみで400ページをこえる，彼の学界デビュー作ともいう

べき大著であった。財政・租税思想史的に見て，われわれはまず，この時

期にオーストリア学派の内から，かかる著作が公刊された，という事実に

注目しなければなるまい1）。

　この著作におけるマイヤーの積極的主張の部分は，いわば彼自身の租税

原則体系論の基礎づけの部分であろう。彼は，個人主義的色彩のつよい主

観価値論的・限界効用理論的立場からは，当然のこととして予想されるよ

うな，課税の公共の側からの給付に対する反対給付の均等，という課税の

利益説的考え方を徹底させない。そして具体的には，とりわけ課税の公正
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にとって最重要な課題である課税の平等性実現のための，限界効用理論を

駆使しながらの，納税者個々人間の犠牲の均等die Gleichheit der Opfer

原則のあり方，すなわち，均等犠牲の内容的確定，それの測定方法などを

詳述したのである。そして結論的には，マイヤーは経済におよぼす租税の

総作用としての犠牲を，「租税のために充足されないままでいる欲求の強

度にではなく，租税のために，最後に充足される欲求の平均強度が高めら

れる程度にみとめ」（マイヤー，前掲書, 332ページ。傍点は筆者が付した），こ

れの納税者間での均等を求めたのである1）。

　課税を経費額と切り離して考える，彼の犠牲説的基本立場は，課税の原

則における「小さな政府」観的立場を，直接的に明瞭に示すものとはなら

ないであろう。また，彼の議論は今日となると，一部字句や概念規定の遊

びに堕しているかの様相も見え，仲々明瞭には理解しがたい側面もある。

　それゆえ，主として租税原則体系論について考察することを任務とする

本稿では，ローペルト・マイヤー自身の課税原則論の基礎づけの部分を，

これ以上検討しないこともまた，ゆるされることと思われる。

　新しい経済理論にもとづく方法による，租税原則論の研究ではあったが，

課税の平等性の原則を，納税者個々人の犠牲の平等に求める立場をとるこ

とによって，租税・財政思想史的には特に注目するほどの，「小さな政府」

観的租税原則論の業績とはならなかった，ローべルト・マイヤーの『最近

の財政学における公正課税の諸原則』1884年。それから三年の後，同じ

オーストリア学派第２世代グループの，学説史上ヨリ重要な代表者エーミ

ル・ザックスが，大著『理論的国家経済原論』1887年Emil Sax, 1845-

1927, Grundlegung der theoretischen Staatswirthschaft,Wien 1887. を公
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刊した。この著作は経済思想史的・財政思想史的視点からすると，ローベ

ルト・マイヤーの既述の著作よりも，はるかに重視さるべきものであった。

　この著作においてザックスは，個人的価値評価の法則は，民間経済も財

政のような共同経済をも，共通に統一的に把握さすべき，いわば自然把握

における重力の法則に相当するほどのものである（ザックス，前掲書, 308

ページ），とした。そして彼は，この価値評価法則をもって課税のいわゆる

公正原則を，倫理的原則から純粋に経済的原則にしようとしたのである。

　しかし彼は，ローべルト・マイヤーと同じく，課税における利益説的立

場を徹底させないことによって，課税の原則を，その反対給付たる経費の

側面と切り離し，一応，納税者個々人間の犠牲の平等に求めることになっ

た。すなわち，租税として各人から徴収される財の，それぞれの個人的価

値評価の均等，これが課税における犠牲の平等原則というわけである（サ

ックス，前掲書, 514ページ）。

　井藤半彌教授はザックスの租税原則学説を，均等量犠牲説と名付けてお

られる。しかしこれもまた，ロ一べルト・マイヤーのケースと同じく，特

に新味ある「小さな政府」観的租税原則論の代表とはなりえない代物であ

った，というべきであろう。それゆえに，ザックスの租税原則論にこれ以

上立ち入らないこともまた，本稿の趣旨からはゆるされることと思う。

　そして時代は1890年代へと突入する。同じくオーストリア学派の大い

なる影響下にあった，スウェーデンの経済学者ヴィクセルも，19世紀末

には「公正な課税の一新原則についてJ Ueber　ein neues　Prinzip　der

gerechten　Besteuerungと題する長大な論文を含む著作『財政理論研究』

1896年を公刊している1）。

　この論文でヴィクセルは，課税の公正の基準を，納税者個々人間の限界
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犠牲の均等にではなく，納税者個々人の公共からの給付対反対給付の限界

効用の均等にみとめる形で，徹底した課税の利益説の立場を取った。そし

てこの形での課税原則は，単に個々の納税者間への租税負担の分配のあり

方を決定しうるだけでなく，一国の課税および経費の総額をも，同時にお

およそ決定しうるものと考えたのである。のみならず彼は，この論文で，

この課税原則の近代民主主義的議会則国家での貫徹の方途をも示唆してい

る。すなわち，諸経費とその費用充当財源とをセットにした，多数の予算

提案の内から，国会で特別の多数の賛成をえた提案を成立させる，という

形をヴィクセルは思いうかべていたのである。そして，この形で成立した

ものは，理の当然として，最も経済効率的な，「小さな政府」観に対応し

た，その意味で，ヴィクセル流公正課税の原則に最も適合した，提案のも

のたらざるをえないのである。

　かくしてこの論文は，課税の給付対反対給付の限界効用の均等という，

主観価値論的・限界効用理論的経済理論にもとづき，ヨリ徹底した個人主

義的・自由主義的・法治国家論的・経済効率的「小さな政府」観にもとづ

く租税原則論の大潮流を，19世紀後半において最もよく代表しうる業績

の一つともなった。のみならず，これを20世紀の「小さな政府」観的租

税原則論の大潮流に直接つなげる，いわば橋わたし的役割をも担うことに

もなったのである1）。

－21－



　2.20世紀後半の「小さな政府」観的租税原則論の代表（1）:マスグ

　　　レイヴの租税原則体系

　すでに見てきたように，19世紀の後半から20世紀後半の70年代頃ま

でのおよそ一世紀の間は，租税原則論の世界では，国民連帯的・福祉国家

論的「大きな政府」観の潮流のものが，時代を代表する学説であった。し

かもその代表的学説は，社会政策論的「大きな政府」観にもとづくものか

ら，国民経済の管理者としての国家経済論的「大きな政府」観にもとづく

ものへと，漸次その「大きな政府」観は，強化，徹底化された主張となっ

ていったのである。

　さて，このような状況下にもかかわらず，現実世界においては，第２次

大戦を経た20世紀の後半ともなると，「小さな政府」観にもとづく経済学

（おょび財政学）の潮流の内の若干の人々は，民主政治と自由放任的資本主
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義体制に基本的信頼をおく，徹底した個人主義・自由主義経済学者として

おどりでた。

　そして，福祉国家論的・管理者国家経済論的「大きな政府」観にもとづ

く財政政策が，いわゆるスタグフレーションを克服しえなかった，1970

年代以降の経済的現実に後押しされて，国民経済の安定成長のための，財

政・金融政策の健全化や，民間活力涵養への要請，経済運営における官僚

制的非効率などが，注目を浴びることになった。つれて，かれらの個人主

義的・自由主義的・法治国家論的・民話的「小さな政府」観にもとづく財

政再建論が，徐々に時代の主流派の財政論になりつつあったのである。

　租税原則論においても，ワーグナー＝ノイマルク流の複雑きわまるそれ

を排して，アダム・スミス流の簡単明瞭な課税原則の定立を，再び求める

ような現実的背景が整ってきたのだ。

　このような「小さな政府」観的租税原則論の傾向を，20世紀後半にお

いて最も典型的な形で代表している学説を，一つに絞ることは仲々困難な

ことではあろう。

　もし，「小さな政府」観的傾向を最も典型的かつ純粋な形で代表する，

財政学説をあげるとするならば，たとえば，いわゆる公共選択学派の代表

者ともいいうる，ブキャナンJames Ｍ. Buchanan,1919-の学説をあげて

もよいかも知れない。しかし，こと租税原則体系論となると，それを簡単

にでもせよ，正面から取り扱っている彼の注目に値する論述は，筆者には

見あたらない。せいぜい租税負担の分配にあたり，おおよその基準となる

べきものとしての，「財政の伝統的諸原則」1）が語られているのが目につく

くらいである。

　ここでは，公共支出面を除外しての

　課税の水平的公平原則
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　課税の支払い能力原則

　および，公共支出面をも考慮しての

　課税の利益原則

が，その適用可能性などにつき，簡単に批判的に論述されている程度であ

る。しかも，これに関する一層高度な議論については，マスグレイヴの

『財政理論』1959年The Theory of Public Finance, New York, 1959｡の第

４・第５章を参照されたい，としている（ブキャナン，前掲書, 113ページ）。

　そこで，こころみにブキャナンが指示した所にしたがって，マスグレイ

ヴの前掲書の当該箇所を読んではみた。しかしそこでは，利益説の解説の

章からも，能力説の解説の章からも，特に租税原則の定立に直接つながる

議論は，見いだせなかった。強いていえば，マスグレイヴは利益説的接近

にヨリ親近感があり，それがまた，租税問題を解明するにあたり，その背

景として，個々人の選好を主体とする民主主義的社会（国家）の構想に，

つながってゆくようにも思われる。

　そのゆえもあって，一応経済効率的「小さな政府」観的基本立場に立っ

ており，かつ20世紀後半の世界の最高の財政学者の一人といいうる，マ

スグレイヴRichard A. Musgrave,1910-の租税原則論を，この潮流のも

のの20世紀後半の世界における代表としてあげることにも，また何ほど

かの意味はあろうかと思われる1）。
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　マスグレイヴ夫妻の共著『財政学』初版，1973年，における課税の諸

原則をまず要約しておこう。

　①　租税負担分配の公平のequitable原則

　②　課税の経済的中立性（超過負担最少化）の租税選択の原則

　③　フィスカル・ポリシー採用容易な租税構造の原則

　④　租税体系の効率的かつ非恣意的税務行政と，納税者への明確性の原

　　則

　⑤　他の目標と両立しうる限りでの徴税費や納税協力費最少化の原則

　マスグレイヴによれば，定立しうる課税の諸原則の内，以上の五原則が

とりわけ重要な意味をもつ原則，ということになる（マスグレイヅ，前掲書，

初版, 192-193ページ）。

　マスグレイヅの課税の五原則を再構成してみよう。

　課税の公平原則（①）

　課税の経済的中立性と経済政策的原則（②，③）

　課税の税務行政的原則（④，⑤）

　これは明らかに，スミスの租税原則論の潮流を継承し，これを基礎とし

たもの，といわざるをえないであろう1）。その上で，租税への現代的要請

として，管理者国家経済論的「大きな政府」観からの，課税の経済政策的

原則をも，ケインズ経済学流のフィスカル・ポリシー論を摂取して添えら

れたもの，と考えることもできよう。
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　さてマスグレイヴは，この著作の版を重ねるごとに，みずからの租税の

諸原則の，一層の体系化をこころみているように思われる。

　たとえばマスグレイヅ前掲書，第５版では，初版で見られた租税原則体

系を土台に，さらにワーグナー流の収入の充分性adequateの原則（ヮー

グナーの課税の①原則に類似）を付加し，なお租税負担分配の公平原則を，

租税負担の転嫁や帰着をも考慮してのものたるべし（ヮーグナーの課税の④

原則に類似），としている（マスグレイヴ，前掲書，第５版,216ページ）。

　周知のようにマスグレイヴは，「小さな政府」観的租税原則論の19世紀

後半における代表者の一人である，ヴィクセルの経済・財政学説の継承・

再興者であった。そして経済学，特に財政学の世界での，いわゆるヴィク

セルリレネッサンスに契機をあたえた人物ではある。しかし，他方彼の出

自，青年期の経歴からも想像されるように，彼は学問的にはワーグナー＝

ノイマルク流の「大きな政府」観的租税原則論にも，ある程度の親近感や

理解をもちうる境遇にあったことと想像される。

　このような事情もあってのことであろうか。彼は人間行動における動機

が，ワーグナーの経済活動における利己的，非利己的という二基本動機の

存在を想起させるかのごとく，単に利己的な要素のみではないとする。

「他人との協調や,公共のための行動動機」などをももちうる，「動機の多

面性」（池上惇『財政思想史』有斐閣，平成11年,198ページ）の基盤に立って

もいる。さらには，公共活動における官僚制的側面についても，マックス

・ウェーバー流に，その積極的機能をもみとめようとしているのである（池

上惇，前掲書,196-197ページ）。

　以上のような諸事情から，マスグレイヅはその租税原則体系に，「大き

な政府」観的潮流のものの要素をも，比較的容易に取り入れることもでき

た。その結果，彼の租税原則体系は，経済効率的「小さな政府」観的な潮

流のものとしては，やや複雑な内容をもつもの，となっていったのではな

かろうか。そして，その分だけ「大きな政府」観的潮流の租税原則論に近
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づいたもの，となってしまったのではなかろうか。

　そうなると，改めて，20世紀後半の世界の最高の財政学者の一人であ

るマスグレイヴの租税原則論を，20世紀後半における経済効率的「小さ

な政府」観にもとづく大潮流の，最も典型的な代表とすることにも，若干

の躊躇が生ずるかも知れないであろう1）。

　ワーグナー＝ノイマルク流の複雑きわまる租税原則体系を排し，スミス

流の簡単明瞭な課税原則を求め，そして，再び現代の租税原則論の主要潮

流となりつつあるものの，今日における唯一の代表例。いわば租税原則論

の第５段階における唯一の代表例として，何をえらぶべきであろうか。

　これまでの論述の手法にしたがえば，当然時代の指導的経済（財政）学

者の租税原則学説の内から，これをえらぶべしということになるであろう。

となると，自然既述したマスグレイヅの租税原則論を取りあげざるをえな

くなる。しかし，既述した所からも予想されるように，20世紀後半にお

ける「小さな政府」観的租税原則論の，唯一の典型ないし代表として，彼

の学説を推すことには，何ほどかのためらいもある。かといって，マスグ

レイヅやブキャナン以外の学者の租税原則学説の内からは，その適切なる

典型の例ないし代表例についても，筆者は思いうかばないのだ。

　そこで筆者はやむをえず，今度は別の方面からその代表をえらぶことに

したい。この時代に，きわめて水準の高い，しかも現実的にも国際的に非

常に影響力の大きかった，いわゆるタックス・リポートがいくつか公表さ

れていることに，注目したいからのことである。そして結論的にいえば，
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その唯一の代表例として，1984年のアメリカ財務省のタックス・リポー

トにおける課税原則論を，取りあげることになる。

　3.20世紀後半の「小さな政府」観的租税原則論の代表（2）:アメリ

　　　カ財務省タックス・リポート，1984年の租税原則論

　このタックス・リポートは，精確には『公平，簡素および経済成長のた

めの税制改革』1984年Tax Reform for Fairness,Simplicity,and Economic

Growth, The Treasury Department Report to the President,3 ｖols･，Wa-

shington,D. Ｃ･，1984, XLVIII＋798 pp. という標題のものである。

　本リポート，第１巻，第２章では，望ましい税制のあり方の諸基準とい

う形で，いわゆる租税原則論が展開されている。

　ここでの税制改革の目標ないし基準は，まさに本リポートの題名どおり

　公平fairness

　簡素　および

　経済成長に資する

税制を確立することにあった1）。

　したがって，これを通常の租税原則の形に表現しなおすならば，ここに

見られる租税原則体系は，たとえば，

　課税の中立性原則

　課税の公平原則

　経済成長の資すべき課税の原則

　課税の簡素原則

といった諸原則に分解してもよいであろう。

　ただし，本リポートにおける租税原則体系論において，注目すべくかつ
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特徴的なことは，租税原則体系の構成論からすれば，つつましやかな役割

に甘んすべしとされるはずの，課税の簡素という税務行政的技術原則。こ

れがここでは，税制の現状批判，現状改革といった現実政策的立場から，

非常な重要性を担わせられている点であろう1)。

　さて，これら諸原則の内，税税原則体系の構成論から見て特に重要な原

則は，課税の

　①　経済的中立性の原則

　②　公平性の原則

の二つであった。

　まず，税制はできうる限り民間の市場経済的に最高能率的な，最適経済

活動をゆがめるべきではない，という要請が，第１番目の課税の経済的中

立性の原則である。

　そして，たとえば税制改革の主要目標の一つである経済成長の維持も，

自由市場経済に本来的に備わっている，貯蓄や投資など成長への潜在諸力

を阻害しないような，①の課税の経済的中立性にもとづいた税制のもとで，

はじめて実現される。要するに，できる限り民間の自由な経済活動のあり

方を，課税がゆがめないことが，第１に要請されるわけである。

　この要請をやや具体的にいうならば，たとえば，課税にあたり，所得の

あらゆる源泉およびあらゆる使途に関して，統一的かつ平等な取り扱いを

なすべし，しかもできうる限りの低い税率でこれをなすべし，ということ

になるであろう。

　また，同様な経済的境遇の者には，ほぼ同額の租税負担をさすべきだ，

といった形で，②の租税負担の納税者間の公平原則が遵守さるべきことも，
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本リポートは税制への最重要な要請としているのである。

　以上の両原則に次いでは，

　③　簡素な税制の確立の原則

があげられている。

　前二者の原則が，税制のもつ経済的・社会的機能次元のあり方にかかわ

るものであるのに反し，この原則は，税制そのものの，いわばその具体的

・技術的次元のあり方に，主としてかかわるものであった。

　そのゆえもあって，既述のとおりこの原則は，租税原則体系の構成論と

しては，つつましやかな役割をもっべきものではあった。しかし現実政策

的には，これはきわめて重要視されざるをえない原則でもあったのだ。

　そもそも簡素という表現は，若干抽象的であり，それゆえに，幾つかの

具体的な税務行政的・徴税技術的要請をも含みうる，やや包括的な概念と

いえるであろう。したがって，これはスミスの課税の四原則の内，いわゆ

る税務行政上の三原則である，課税の明確性，便宜性，最少徴税費の原則

をも含むものである，と考えてもよかろう。

　それのみではない。これに加えて，ここでの税制簡素化への要請は，結

果的には，多額の税収をもたらすべく，複雑なものとなりおおせてしまっ

ている現実の税制にたいし，納税者たる国民の側に立ってこれを思い切っ

て簡素化し，もって納税者側での納税協力費の最少化を狙い，同時に納税

者の納税モラルの低下の危険性をも減ずる，という重大な要請をもつもの

であった。

　他面においては，③の原則である簡素な税制の確立の実現は，上述①，

②の課税の最高原則の貫徹を阻む諸要因の内，その多くの重大な阻害要因

を排除しうべき前提となるものである。よってこの原則は，①，②の課税

原則の貫徹を，現実的に保証するための不可欠の前提としての，税務行政

的諸手段の体系の意味をももつ，課税の原則ともなるのである。

　要約しよう。本リポートにおける課税の諸原則は，以上のような形での。
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　課税の公平

　課税の経済的中立性（経済効率阻害最少性）

の二原則に，簡素という一つの包括的な

　課税の税務行政的原則

を配した，きわめて単純明快なものであった，と総括してよいであろう。

そして，これら三原則のいずれもは，租税思想史的に見ると，まさにアダ

ム・スミスの唱導した，個人主義的・自由主義的・法治国家論的・経済効

率的「小さな政府」観的課税の四原則の論述の内に含まれているのだ。こ

れはいわば，スミス課税原則論の現代的復活版ともいうべきものであった

のだ。

　これらの原則は，具体的な形では，課税にたいする現代的要請をも重点

的に取り入れたものであった。そのゆえもあって，タックス・ベースをせ

ばめる租税特別措置的なものを，できうる限り含まない，広い課税ベース

と低くフラットな税率とをもつ，いわゆる包括的所得税の提案など，本リ

ポートにもとづく税制改革（案）は，当該アメリカのみならず,今日の世界

の税制改革にたいしても，非常に大きな影響をあたえることになったのだ。

　かくして本リポートにかかげられた，公平，経済的中立（経済効率の低

下防止ないし経済成長維持），簡素という三つの課税原則は，いわば1980年

代，1990年代における，世界の税制改革の合言葉ともなる運命を，担っ

たものとなったのである1）。
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付記

　本論文は，平成11年度成城大学教員特別研究助成にもとづく共同研究「19

世紀西欧における経済・社会思想」における，筆者の研究分担分の研究成果の

一部である。
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